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利用にあたって 

利用にあたって 

  この統計は、総務省消防庁で定めている「火災報告取扱要領」により県内の消防本部

等から報告された令和５年 1月から令和５年 12月までの内容をもとに集計作成したもの

である。 

   

１ 火災の定義 

  ここにいう「火災」とは、人の意図に反して発生し若しくは拡大し、又は放火により

発生して消火の必要がある燃焼現象であって、これを消火するために消火施設又はこれ

と同程度の効果のあるものの利用を必要とするもの、又は人の意図に反して発生し、若

しくは拡大した爆発現象をいう。 

 

２ 火災の種別 

  火災は、次の種別に区分する。この場合において、火災の種別が２以上複合するとき

は焼き損害額の大きな方の種別による。 

（１）建物火災 建物又はその収容物が焼損した火災 

（２）林野火災 森林、原野又は牧野が焼損した火災 

（３）車両火災 原動機によって運航することができる車両及び被けん引車又

はこれらの積載物が焼損した火災 

（４）船舶火災 船舶又はその積載物が焼損した火災 

（５）航空機火災 航空機又はその積載物が焼損した火災 

（６）その他の火災 （１）から（５）以外の火災 

 

３ 火災の損害額 

  火災によって受けた直接的な損害額をいい、消火のために要した経費、焼跡整理費、

り災のための休業による損失等の間接的な損害額を除く。 

  なお、損害額は、り災地における時価による。 

 

４ 焼損の程度 

  焼損の程度は、次の通り区分する。 

（１）全焼 建物の焼き損害額が、火災前の建物の評価額の 70％以上のもの、又

はこれ未満であっても残存部分に補修を加えて再使用できないもの 

（２）半焼 建物の焼き損害額が、火災前の建物の評価額の 20％以上のもので、

全焼に該当しないもの 

（３）部分焼 建物の焼き損害額が、火災前の建物の評価額の 20％未満のもので、

（４）ぼやに該当しないもの 

（４）ぼや 建物の焼き損害額が、火災前の建物の評価額の 10％未満であり焼損

床面積が１平方メートル未満のもの、建物の焼き損害額が火災前の

建物の評価額の 10％未満のものであり焼損表面積が１平方メート

ル未満のもの、又は収容物のみ焼損したもの 
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５ り災世帯 

 （１）り災世帯の定義 

   ア 住居及び家計をともにする者又は１人で居住し家計を維持する者ごとに１世 

帯とする。ただし、共同住宅の共有部分のみり災した場合には、り災世帯数を

計上しない(普通世帯）。 

   イ 寄宿舎その他これに類する施設に常時宿泊する者については、当該施設に宿泊

する全ての者の集まりを１世帯とする(準世帯)。 

 （２）り災程度 

ア 全損 建物の火災損害額が、り災前の建物の評価額の 70％以上のもの 

イ 半損 建物の火災損害額が、り災前の建物の評価額の 20％以上のものでア

全損に該当しないもの 

ウ 小損 建物の火災損害額が、り災前の建物の評価額の 20％未満のもの 

 

６ 死者及び負傷者 

  「死者」または「負傷者」とは、火災現場において火災に直接起因して死亡したもの(病

死者を除く)又は負傷した者をいう。なお、火災により負傷した後 48 時間以内に死亡し

た者は、火災による死者とする。 

 

７ 出火原因 

  出火原因は、発火源、経過及び着火物の 3つに区分する。 
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火災の概況 

火災の概況 

１  火災の概況【第 1 表参照】 

  令和５年中の火災は、出火件数 318件（１日当たり 0.87件）、死者数 10人（放火自殺

者除く）、負傷者数 79 人、損害額 923,420 千円、建物焼損棟数 294 棟、建物焼損表面積

1,386㎡、林野焼損面積 666a、り災世帯数 162世帯 

 
２  火災種別【第 1表参照】 

  令和５年の出火件数を火災種別にみると、建物火災 181 件（全出火件数の 56.9％）、

林野火災 21 件（同 6.6％）、車両火災 27 件（同 8.5％）、その他火災 89 件（同 28.0％）

となっている。 
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３  月別出火件数【第 2表参照】 

  出火件数を月別に見ると、４月が 62件（前年 34件）と最も多く、次いで４月の 

41件（前年 25件）の順である。月平均出火件数は 26.5件である。 
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４  出火原因 【第 5表参照】 

  出火原因では、たき火 35件（全原因数の 11.0％）で第１位、次いでこんろ 21件（同

6.6％）、電話電灯等の配線 19件（同 6.0％）となっている。 
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５  損害額【第 1表参照】 

  火災による損害額は、9 億 2,342 万 0 千円で、前年の 7 億 3,527 万 7 千円に比べ 1 億

8,814万 3千円の増加である。 

  損害額を火災 1件あたりでみると、290.4万円となっている。 

 

６  火災による死者【第 1表参照】 

  火災による死者（放火自殺者除く）は 10 人発生しており、前年 13 人に比べ 3 人の減

少となった。 

  また、心中を含む放火自殺者は 3人であり、前年の 7人に比べ 4人の減少となった。 

 

７  初期消火器具使用状況 
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８  出火率（人口１万人あたりの出火件数） 
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第１表  令和５年中の火災発生状況 
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第２表  月別火災発生状況 
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第３表  市町村別火災発生状況 
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第４表  市町村別月別火災件数及び損害額 
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第５表  全火災の総合出火原因別件数（月別出火件数） 
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第６表  建物火災の覚知方法別出火件数及び焼損床面積 

 

 


